
富津市の公共施設等マネジメント
と個別施設計画

総務部経営改革推進課
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１．公共施設等マネジメントとは？

• 「公共施設等マネジメント」とは、富津市が保有する公共施設・インフ
ラを、自治体経営の視点から総合的かつ統括的に企画、管理及び
利活用する仕組みを指します。

•厳しい財政状況が続く中、次世代への負担をできる限り軽減し、平
準化するためにも、公共施設の全体を把握した上で、長期的視点を
もって、更新・統廃合・長寿命化等の公共施設の再配置を着実に実
行するための「公共施設等マネジメント」を導入することが急務となっ
ています。
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１．公共施設等マネジメントとは？

4

50年間累積更新費用は
624.8億円（12.5億円／年）
一方、予算確保可能額は
295億円（5.9億円／年） 不足額

329.8億円
（6.6億円／年）



２．公共施設等総合管理計画とは？

・「公共施設等マネジメント」に向けた富津市の取組の基本的な考え
方を示すものとして策定。

厳しい財政状況 人口減少・高齢化・
地域情勢の変化

施設の老朽化

富津市公共施設等総合管理計画

課題解決！

公共施設等マネジメント
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（１）計画の位置づけ

インフラ長寿命化基本計画
（基本計画）【国】

個別施設計画

（公共施設）
個別施設計画
（各種インフラ）

インフラ長寿命化計画
（各省庁が策定）【国】
（行動計画）

個別施設計画

（公共施設）

個別施設計画

（各種インフラ）

公共施設等総合管理計画
（地方公共団体が策定）【地方】

（行動計画）

・国において公共施設等の老朽化対策として決定された「インフラ長寿命化基本計画」
（平成25年11月策定）に基づき、公共施設等の維持管理・更新等を着実に推進するため
の取組方策を明らかにする「行動計画」として地方公共団体に策定を求められています。

また、この「行動計画」に基づき、施設ごとの具体的な対応方針を定める「個別施設計
画」を策定することとされています。
今回の説明は公共施設部分の個別施設計画が対象となります。 6



（２）基本的な方針

１．保有総量の適正化 ２．計画的な保全の促進 ３．財源確保

※この他、施設類型ごとの基本的な方針あり（『公共施設等総合管理計画』Ｐ１９～）

●計画的な修繕計画により
長寿命化を図り、ライフサ
イクルコストを縮減

●公共施設維持管理基金
への積み立て

●「稼ぐ公共施設」を目指し、
賃貸・売却により新たな財
源を確保

●適正な施設使用料に向け
た受益者負担の見直し

●原則、新規施設は建設しな
い

●不要な施設は積極的に除却

●同一用途・目的施設は、機
能移転・統合・複合化

●既存施設更新は、機能維持
を踏まえ面積圧縮
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３．なぜ個別施設計画を作るのか？

• 「公共施設等総合管理計画」に基づき、各財産所管課において、施
設分類別の具体的な方向性を示す「個別施設計画」を策定すること
で、「明日の富津市の公共施設等のあり方」を具体的に示し、公共
施設の再配置に向けて動き出していきます。
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推 進 計 画

（１）それぞれの計画の関係
施設の規模や数量が少な
いケースで、個別施設計
画の策定をしない場合、又
は平成２９年度以降に策
定予定の場合は必須記載
項目のみ担当で決定。

担当で策定！
「推進計画」とは、施設ごとの具体的な方針を取りまとめた行
動計画のことを指します。各個別施設計画や、担当が定めた
必須記載項目を基に経営改革推進課で策定！

各課
個別施設
計画

各課
個別施設
計画

各課
個別施設
計画

各課
個別施設
計画

富津市公共施設等総合管理計画
（10年スパンで更新）
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（２）計画策定に向けた推進体制
行 政

富津市経営改革本部
【意思決定】

○本部長 市 長 ○副本部長 副市長

○本部員 教育長 各部局長

(仮称)公共施設等庁内検討会議
【総合的施設配置の取りまとめ】

○主宰 副市長

○構成員 課長級

指示 報告

各 部 局
～個別施設計画の策定～

集会施設／文化施設／博物館等／スポーツ施設／

レクリエーション施設・観光施設／学校／その他

教育施設／幼保・こども園／高齢者福祉施設／庁

舎等／消防施設／市営住宅／公園／供給処理施設

／上水道施設／その他

指示
報告

市 民

アンケート
ワークショップ
講演会 等

情報共有・合意形成

意見・参加

議 会

報告・附議

意見・審議

≪外部組織≫

富津市経営改革会議

有識者

諮問・報告

調査審議
意見・提言
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（３）スケジュール

年度 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77

公
共
施
設
白
書

反
映

見
直

反
映

見
直

反
映

見
直

反
映

見
直

反
映

見
直

第１期総合管理計画＜１０年間＞ 第２期総合管理計画＜１０年間＞ 第３期総合管理計画＜１０年間＞ 第４期総合管理計画＜１０年間＞ 第５期総合管理計画＜１０年間＞

反
映

見
直

反
映

見
直

反
映

見
直

反
映

見
直

反
映

見
直

個
別
施
設
計
画

第１期推進計画＜８年間＞ 第２期推進計画＜１０年間＞ 第３期推進計画＜１０年間＞ 第４期推進計画＜１０年間＞ 第５期推進計画＜１０年間＞

反
映

見
直

個別施設計画（各担当）＜随時＞

毎年度内容更新

長期スケジュール
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４．策定フローチャート

個別施設計画を既に策定している

はい

（Ｈ２８．１０月
末まで提出）

①個別施設計画・
推進計画必須記載項目

を提出
いいえ

Ｈ２８年度中に策定予定

はい
（計画はＨ２９．３月末まで

必須記載項目はＨ２８．１０
月末まで提出 ）

②推進計画必須記載項目を
Ｈ２８．１０月末までに提出。

※個別施設計画を策定した場合は随時提出

いいえ

※個別施設計画の中に必須記
載項目が網羅されている場合は
計画の提出のみで可。

12

推進計画を取りまとめるた
めに、Ｈ２８.１０月までに全
施設の必須記載項目が必

要となります。



５．「個別施設計画」策定の流れ
① 「総合管理計画」の第4章（施設類型ごとの基本的な方針）や、公共施設ＰＴ報告書、Ｐ１６
のテンプレート等を参考に担当部局で個別施設計画素案を作成。

② 公共施設等庁内検討会議で各個別施設計画・推進計画必須記載項目を部局横断的に総合

調整→調整内容を「推進計画」として整理。
（例：所管部局を超えて機能面で統廃合。財源面から更新、大規模改修等の時期を全体調整）

③ ②の調整結果（推進計画）を踏まえて担当部局で個別施設計画素案を修正。

④ ③で修正した個別施設計画を執行部案として経営改革本部会議で決定。

⑤ 各個別施設計画案をもって住民説明等開始。
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（１）策定指針
・策定する範囲は、「総合管理計画」の「④施設分類」(本資料Ｐ３０）の「中
分類」又は「主な施設」ごとに各担当課で策定すること。

※「中分類」の中に複数課の施設が存在する場合は「主な施設」ごとにそれぞれの所管課で策定すること

・「総合管理計画」の基本方針（本資料Ｐ８）・施設類型ごとの基本的方針

（「総合管理計画」Ｐ１９～）に基づき策定すること。

・計画期間は１０年以上で、施設の次期更新年度までとすること。

（次期更新時期についてはＰ２４参照）

・必須記載項目として下記の３項目を必ず記載すること。

①配置の考え方

②主な機能の考え方

③今後の施設の方向性
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（２）計画のテンプレート(目次）

１．計画の背景・目的

２．対象施設(関係法令・施設の目的・施設データ含む）
３．現状と課題（利用実績データ含む）

４．計画期間

５．大方針（総合管理計画と整合、①配置の考え方※）

６．個別方針（②主な機能の考え方※ 、③今後の施設の方向性※）

７．スケジュール（今後１０年以上で施設の次期更新年度を目安）

※必須記載項目
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（３）必須記載項目

①配置の考え方

・「市内に何箇所施設が存在するのが最適か」について記載。根拠・
理由等、結論に至る検討過程も示すこと。

（例： 市レベルで１箇所、富津・大佐和・天羽に１箇所ずつ、合計３箇

所等）

※「中分類」で配置を考えるのが適当ではない場合は、「主な施設」(P30参照)ごとに配置の考え方
を示してください。（例：中分類「高齢者福祉施設」 主な施設「ふれあいシニア館」「老人憩の家」）
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（３）必須記載項目

②主な機能の考え方

・適正規模を検討し施設・機能ごとに記載。

現状や今後の利用者推移、施設の目的等を勘案し、適正な規模を検討する。

・検討方法としては、まず「何の目的でどのようなスペースが必要か」を洗い出す。

例えば地域の集会施設として、会議室が現状程度必要、調理サークルによる利

用が年間○○日あるが、全体が利用されるケースは稀なため、現状の７０％程

度の調理室で充足する等。

※「施設で提供している市民サービスが、そもそも本当に行政として提供しなければならない必要なサービス

か？」

「必要なサービスである場合、サービス提供のためにその施設が専用で必要か？」なども考えた上で記載

すること。
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（３）必須記載項目

③今後の施設の方向性
・「今後の施設の方向性をどうするか」について記載。

（次ページ以降の「今後の施設の方向性判断フロー」を参照）

・今後１０年以上で施設の次期更新年度を目安としたスケジュールについて記載。

（例： ○年後、大規模改修し、継続使用・廃止して除却、建替え等

また、他施設との複合化（多機能化・集約化）に対する考え方も記載。）
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（３）必須記載項目

③今後の施設の方向性
下記のようにスケジュール表も作成すること。なお、大規模改修及び施設更新の場合は概算費用も記載すること。

費用の算出が困難な場合は、下記のとおり算出すること。

例： 施設更新費用 ＝更新単価(右図表参照）×施設面積（更新時面積)

大規模改修費用＝更新単価×施設面積×０．６

19

用途（大分類） 更新単価

市民文化系施設 ４００千円

社会教育系施設 ４００千円

スポーツ・レクリエーション系施設 ３６０千円

産業系施設 ４００千円

学校教育系施設 ３３０千円

子育て支援施設 ３３０千円

保健・福祉施設 ３６０千円

医療施設 ４００千円

行政系施設 ４００千円

公営住宅 ２８０千円

公園 ３３０千円

供給処理施設 ３６０千円

その他 ３６０千円

●更新単価表 （１㎡あたり）



（４）今後の施設の方向性判断フロー

今後の施設の方向性を決定する

現状では判断できない！雲をつかむような話だ！

利用者や地域の意見も取り入れなくては！etc・・・

まずは施設の客観的なデータから執行部としての方針を決める！
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（４）今後の施設の方向性判断フロー
ア．４つの類型に仕分ける

21

　　　　（年）　　

0
（人・％）

施
設
の
残
寿
命

利用状況（利用者数・稼働率等）

②

存続・廃止
（各種見直し・多機能化

集約化・広域化・民間譲

渡・転用・地域移管）

①

存続
（現状維持・多機能化

集約化・各種見直し

広域化）

④

廃止
（民間譲渡・除却）

③

存続・廃止
（規模縮小・広域化

民間譲渡・機能移転）

低 高

長

短



（４）今後の施設の方向性判断フロー
イ．方向性の種別

前ページで①～④の類型に仕分けた後、方向性を下表の各類型の方向性の中から選択する。

22

類型 存廃 方向性 説明

現状維持 現状のまま維持
多機能化 分類の違う別の目的の施設の機能を取り入れる
集約化 同じ目的の複数の施設を一つに集約
各種見直し 利用者1人あたりコストが高い場合、運営方法・使用料等の見直し
広域化 市の公共施設を他自治体等と共用し、他自治体等とコスト分担

各種見直し 運営方法・使用料の見直し
多機能化 分類の違う別の目的の施設の機能を取り入れる
集約化 同じ目的の複数の施設を一つに集約
広域化 他自治体等と施設を共用し、他自治体等とコスト分担
民間譲渡 民間業者等に売却等
転用 施設機能を廃止し他用途へ転用
地域移管 利用が地域に限定されている場合、地域へ移管

規模縮小 規模縮小し建替えする
広域化 他自治体等と施設を共用し、他自治体等と建替え・改修コスト分担
民間譲渡 民間業者等に売却等
機能移転 機能を移転させ施設は除却

民間譲渡 民間業者等に売却等
除却 施設を除却し機能も廃止

③
廃止

④ 廃止

存続

① 存続

②

存続

廃止



（４）今後の施設の方向性判断フロー

①まず、施設の残寿命年数を計算し、割合を出す。

築年＋耐用年数―現年＝残寿命年数
残寿命年数／耐用年数×１００＝残寿命割合

例）Ｈ３年築 鉄筋コンクリート造

３年＋５０年－２８年＝２５年

２５年／５０年×１００＝５０％

※築年が昭和の場合は、現年を９１年で計算

※『公共施設白書』を参考にすること。
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（４）今後の施設の方向性判断フロー

②次に公共施設白書内の施設カルテや担当で収集したデータを参考に、施設の利用状
況を割り出す。

例）富津老人憩の家 利用者数

１，７３２人／年

利用率や稼働率を使用する事が望ましい

24

掲載された中で最も新しい
データを利用。



（４）今後の施設の方向性判断フロー

③施設ごとにP２２の表に当てはめ、機械的に①～④の類型に仕分ける。

・各しきい値は、施設の残寿命割合５０％以上が「残寿命 長」（①②）、５０％未満が「残
寿命 短」（③④）、利用状況＝施設の分類ごとに相対的に判断する。

例）高齢福祉施設（老人憩の家３箇所）

富津・・・・・残寿命割合２４％・利用状況 １，７３２人

大佐和・・・残寿命割合３８％・利用状況 ２，１２７人

天羽・・・・・残寿命割合３８％・利用状況 １，６８２人

※利用者関連のデータが存在せず仕分けること

が出来ない場合は、

「利用状況 低」（②④）に仕分ける。
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大天

富



（４）今後の施設の方向性判断フロー
ウ．それぞれの方針を決定

①～④の分類ごとに記載された方向性の中から担当課で総合的に判断し選択。
ただし、類型ごとの方向性とかけ離れた場合は、理由を明確に記載すること。
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例：富津老人憩の家は、施設の
残寿命が少なく、利用者数も相
対的に低いため、類型は④．利
用状況等を総合的に判断し、
「廃止」の「民間譲渡」を方針とし
た。



参考
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計画策定においては、下記資料を参考のこと。

●公共施設等総合管理計画（ＨＰ掲載）

●公共施設白書（ＨＰ掲載）

掲載ＵＲＬ http://www.city.futtsu.lg.jp/0000003761.html

●富津市の公共施設等に関するアンケート調査結果報告書

（電子書庫掲載 経営改革推進課→公開資料→公共施設）



参考
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《推進計画のイメージ》『さいたま市 公共施設マネジメント計画・第１次アクションプラン』

URL  http://www.city.saitama.jp/006/007/014/014/002/p034900.html



参考 施設分類

29『富津市公共施設等総合管理計画Ｐ５から抜粋』

大分類 中分類 主な施設 棟数 施設数

市民文化系施設

集会施設 コミュニティセンター、集会所 6 6

文化施設 公民館、市民会館 6 4

社会教育系施設 博物館等
青堀駅東口史跡情報案内所、富津埋立記念館、文化財
収蔵庫

5 3

スポーツ・レクリエー
ション施設

スポーツ施設 総合社会体育館、浅間山運動公園、運動広場 4 4

レクリエーション施設・観光施設
市民の森、金谷海浜公園、高宕山自然動物園、海水浴場
トイレ、志駒公衆トイレ、鋸山登山道トイレ、富津観光案内
所

20 9

学校教育施設

学校 小学校（１２校）、中学校（５校） 156 17

その他教育施設 共同調理場、旧環南小学校 11 3

子育て支援施設 幼保・こども園 保育所（７か所） 7 7

保健・福祉施設 高齢者福祉施設 ふれあいシニア館、老人憩の家 6 6

行政系施設

庁舎等 富津市役所本庁舎、連絡所（富津、関豊） 7 3

消防施設
消防防災センター、天羽分署、詰所・機庫、防災備蓄倉
庫

34 31

市営住宅 市営住宅 市営住宅（１２か所） 90 12

公園 公園
市民ふれあい公園、児童遊園地、都市公園、市立公園、
その他公園等

28 53

供給処理施設 供給処理施設
環境センター、クリーンセンター、一般廃棄物最終処分
場

7 3

上水道施設 上水道施設 浄水場、配水池、ポンプ室等 47 37

その他 その他 富津聖苑、大気汚染測定局、その他普通財産 37 29

合 計 471 227



参考
推進計画必須記載項目一覧表（様式） 記載例
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中分類 集会施設

主な施設名 コミュニティセンター

担当課名 市民課

①配置の考え方
富津・大佐和・天羽地区レベルで1施設ずつ配置

根拠・理由・検討過程等

地域の福祉の増進と文化の向上を図る活動拠点の場であり、避難所の指定も受けているため各地区に1施設ずつ必要と判断した。

②主な
機能の
考え方

施設名

○○コミュニティセンター
○○の目的で会議室（利用実績から現状規模必要）
××の目的でホール（利用実績から現状の50％程度が必要規模）

△△コミュニティセンター
○○の目的で会議室（利用実績から現状の７０％程度が必要規模）
××の目的でホール（利用実績から現状規模必要）

′′コミュニティセンター

○○の目的で会議室（利用実績から現状の７０％程度が必要規模）
××の目的でホール（利用実績から現状規模必要）
′′の目的で和室（利用実績から現状の50％程度が必要規模）

××コミュニティセンター
○○の目的で会議室（利用実績から現状の３０％程度が必要規模）
××の目的でホール（利用実績から現状の５０％程度が必要規模）

◎◎コミュニティセンター
○○の目的で和室（利用実績から現状の２０％程度が必要規模）
××の目的でホール（利用実績から現状の５０％程度が必要規模）

※※コミュニティセンター
○○の目的で会議室（利用実績から現状規模必要）
××の目的でホール（利用実績がほとんどないためホール機能は不要）

③今後の施設の方向性

平成○○年度に利用状況を踏まえ、××コミュニティセンターと◎◎コミュニティセンター、※※コミュニティセンターの3施設を廃止し、
○○コミュニティセンター・△△コミュニティセンター・′′コミュニティセンターの3施設に集約化。集約化した3施設については、耐用年
数も踏まえ、改修時に機能上必要のない○○コミュニティセンターの○○室を減築もしくは近接施設との多機能化で対応することも検
討する。



参考
推進計画必須記載項目一覧表（様式） 記載例
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【スケジュール】

施設名
施設面積

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H51 H52 H53
更新面積

○○コミュニティ
センター

349.44㎡
○○集約 施設更新

96,000千円240.00㎡

△△コミュニティ
センター

349.80㎡
◎◎集約

不要部分
検討

施設更新
139,920千円

′′コミュニティ
センター

331.24㎡
※※集約

大規模改修
79,498千円

施設更新
80,000千円200.00㎡

××コミュニティ
センター

232.20㎡
廃止予定

◎◎コミュニティ
センター

349.11㎡
廃止予定

※※コミュニティ
センター

250.15㎡
廃止予定


